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施策のポイント

その他  教育・文化・スポーツ関連施策
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中学生の自学自習力を伸ばし、学力向上を図るため、
中学生の学校外における自学自習の場として市役所
内の会議室を提供し、市職員や教員免許を所持また
は塾等の講師経験のある方等が学習をサポートする。

施 策 の 概 要

取組に至る背景・目的
　平成 20年度全国学力テスト結果が公表され、大阪府は
全国で 45位、羽曳野市は、大阪府の平均をやや下回る結
果となった。その結果を踏まえ、市役所が閉庁している土
日に市役所内の会議室を利用して、中学生に自学自習の場
を提供する。また、地域の繋がりを活用し、市職員や地域
の人々がサポートスタッフとして、勉強でわからない部分
等を解説・指導し、地域一丸となってサポートしていく体
制づくりを目指した。また、中学生が普段あまり馴染みの
ない市役所に足を運ぶことで、より自分たちの“まち”に
親しみを持ってもらえると考えた。

取り組みの具体的内容
　市内在住の中学生が教材を持ち込み、市役所内の会議室
で自学自習し、その中でわからない部分などを常駐のサ
ポートスタッフが指導・解説する。参加する中学生は申込時に午前・午後クラスのいずれかを選択す
る。科目は英語・数学のみに限定し、時間は各クラス３時間、参加費は無料とする。
　平成 21年度は本格実施に向けての試行期間として、１月から２月まで計 10回実施した。平成 22
年度については年間計 36回の実施を予定している。

施策の開始前に想定した効果、数値目標など
　休日に学習する習慣をつけ、自学自習力を高める。

現在までの実績・成果
　試行期間において、中学生の参加申込者は 107 名、サポートスタッフの登録者は 54名であった。
試行期間の終了と同時にアンケート調査を実施し、自宅で学習する機会が増えたという回答が概ね半
分を占め、また、本格実施後も参加したいという回答が８割以上を占めた。

平成22年４月号広報より抜粋

学習風景
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導入・実施にあたり工夫した点や苦労した点とその対処法・解決策など
　授業形式でなく自学自習をベースとすることで自学自習力の向上を目指した。また、単なる自習室
の開放ではなく、常駐のスタッフを配置することで効率的な学習ができるようにした。
　本事業の取り組みにあたって、中学生に興味を持ってもらえるようにネーミングに工夫を凝らした。
⑴「study」は勉強、学習の意味。⑵「Ｏ」は丸い形から人の輪、和を表す。また、oneself（自分自身）
を表す。⑶スタディオという読み方を、studio（スタジオ）と掛け、中学生と指導・サポートする大
人が集まる場所を表す。

今後の展開と課題
　試行期間中は午前クラス・午後クラスを設け、申込時に選択したクラスでの参加を依頼していたが、
クラブ活動等で欠席する参加者が多かったため、平成 22年度からは、やむを得ない事情がある場合
に限り、午前・午後のどちらでも参加できるようにする。また、科目についてはこれまで英語・数学
のみであったが、国語も追加し、社会・理科については基本的にはサポートの対象とはしないが、希
望者があれば対応していく予定である。

①国費 ②県費 ③起債 ④その他 ⑤一般財源
財源内訳（財源区分：①～⑤）

名称

所管

金額

補助率

①～④の名称、
所管など

0千円 0千円 0千円

予 算 関 連 デ ー タ

提供可能資料：平成22年度実施計画書、平成22年度中学生募集要項、広報記事、参加規約、参加申込書、写真

7,679千円 4,066千円 3,613千円
ふるさと雇用再生基金
事業費補助金

労政課

4,066千円

10/10

総額
①～⑤の計
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